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国籍別の生活保護受給世帯と受給率

日本

※総務省平成27年国勢調査人口等基本集計結果と厚生労働省被保険者調査
　平成27年7月末現在より算出しています。
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～皆さんが、ご自身で考えて行動されるきっかけづくりを～　
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ぜひ、ご自身で調べてみてください。

　私たちの大切な祖国である日本は、今、様々な問題を抱え、

重大な危機に直面しています。

　食料の確保と品質の安全性、外交／安全、疫病、収入の減少

など、数え上げればキリがありません。

　このままでは平穏な暮らしが続けられなくなるような深刻な

状態ですが、そのような将来を迎えないためにも、私たち自身

が真剣に考えて行動しなければなりません。「どうせ変わらない」

と諦めていては、ますます悪くなるばかりです。

　私たちの先輩方が大切に育んできてくださった日本を、良い

形で次の世代へ繋ぐために、自分たちにできることをやってい

きたいですね。

　私たちの先祖が育んできた日本を次世代に繋ぎましょう。

諦めずに行動しよう

今、日本の土地が外国資本に買い占められています

　近年、海外の資本、特に中国人が日本の土地を買い占める事例があると聞いたことがある
人は多いでしょう。都道府県知事が外国資本を呼び込んだり、全国展開する有名な大手小売
り企業が、北海道で中国人による土地の入手を支援していることも周知の事実です。
　その目的が「居住」や「投資」であるならまだしも、誰も住まないような北海道などの
水源地であったり、自衛隊基地や飛行場周辺の広大な土地が爆買いされているケースや、太
陽光発電用地として山間部を広域に開発される場合などは、大きな問題を孕みます。
　日本では誰でもできる土地の売買ですが、アジア諸国などでは多くの場合、土地取引は借
地権です。例えば中国では、土地の使用権は 70 年という期限付きです。
　しかし日本では外国籍の人でも自由に土地を買い求められるので、多くの外国人が投資そ
の他の目的で日本で不動産を取得しています。
　ところが、ダミー会社が購入者になるなど、実態が見えにくく把握できていないのが現状
です。実際は、公表されていない事案が山ほどあり、各省庁が公表している数値の一桁から
二桁多いとも言われています。
　また、リゾート地や原野の買収などは担当省庁が見当たらず、実態が把握されずに宙に浮
いた状態です。
　この問題を放置すれば、将来的に日本の経済や水の安全、あるいは防衛面で、大きな懸念
が生じることは間違いありません。
　「外資の土地買収調査法案」が検討されることになっていますが、自衛隊拠点、米軍基地、
国境離島、原子力発電所、国際海底ケーブルの陸揚げ局、軍民両用空港の周辺など、注視す
べき区域の扱いがどうなるか何も決まっていないのが現状です。

林野庁発表　令和3 年の外国資本による森林取得の事例
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による森林買収の事例の集計
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※ 実際はこの10 倍以上の土地が海外資本に取得されたと言われています。

（平成１８～３０年における森林取得の事例）

参政党の３つの重点政策

・探究型のフリースクールを地方自治体が作れるようにする法改正。

・自ら仕事をつくり、収入を他者に依存せず、管理されない人生が設計できる公教育の実現

・国や地域、伝統を大切に思える自尊史観の教育

・外国資本による企業買収や土地買収が困難になる法律の制定

・外国人労働者の増加を抑制し、外国人参政権を認めない。

・個人情報と通貨発行権を守るための新しいデジタル政府通貨の導入
 （松田プラン）

・医療資源の適正配分による、膨張する医療費の抑制

・農薬や肥料、化学薬品を使わない農業と漁業の推進と食品表示法の見直し

・先人の知恵を生かした日本版 SDGs の推進
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参政党は、以下の 3つの項目を重点政策として掲げています。参政党は、以下の 3つの項目を重点政策として掲げています。

・食料自給率について
　日本の食料自給率は、公表されている数値よりかなり低く、危機的な状況です。

　
・農薬の基準について
　海外では禁止されている農薬が日本で使われていることをご存じでしょうか？

　
・移民の受け入れについて
　多くの移民が日本に流入し、仮に100万人が特定の都市に移転してきたらどうなるでしょう。

　
・超過死亡について
　年間の死亡者数を前年と比べ、増加した場合を「超過死亡」と言います。昨年は17万人でした。

　
・「領海」と「非核三原則」
　領海は12海里（約22km）なのに、18.7kmの津軽海峡を外国籍船が通過できる訳

　
・外国人生活保護
　年間1200億円の外国人への生活保護。他の国では考えられません。

　
・戦後日本の歴史教育について
　私たちが教わってきた日本の歴史教育は正しかったのでしょうか？

　
・国まもりについて
　「武力に依らない平和」が実現できるのでしょうか。

私たちは次のような事柄を心配しています。

日本が抱える様々な問題を、
皆さんおひとりおひとりが
ご自身で考えることが、
日本をより暮らしやすい国へと
変えていきます。
参政党に参加しなくても大丈夫です。


